
1．は　じ　め　に

　農地の集積（人への集積＝流動化，および面的集積
＝集団化）は，日本農業の生産性向上と生産力の維
持・強化のための喫緊の課題である（註 1）．農業経
済学には，農地集積が停滞している要因を「診断」し，
課題の解決につながる具体的な「治療法」を提案し，
評価する役割が求められている．
　本稿に与えられた課題は，（1）農地集積に対する農
業経済学のアプローチについて，市場の捉え方という
観点から批判的に検討を加えること，（2）実証分析を
中心に成果と限界を整理すること，（3）今後の研究の

方向性についての展望を示すことである．まず，日本
の農業経済学界が，農地が集積する原理（メカニズ
ム）をどのように理解してきたのか，農地市場の捉え
方を通して概観する．その切り口として，本稿では，
標準的なミクロ経済学の完全競争的な農地市場観に基
づく捉え方と，より現実的な「農地市場」観に依って
たつ捉え方の 2 つの軸で整理することを試みる．そし
て，前者が現実の農地集積の動向をうまく説明できな
かったことを指摘し，なぜそのような齟齬が生じるの
かについて，理論と現実のギャップを対照させながら
整理する．次に，既存研究の限界と残された課題を総
括する．最後に，今後の研究の方向性を示す．

2．農地市場の捉え方（1）：完全競争的な農地市場

1）今村・梶井仮説
　農地市場の問題は，古くから研究されており相当の
研究蓄積がある（註 2）．農地の流動化に関する研究
は，下層農から上層農への農地貸借が成立する条件の
提示とその検証を軸に展開した．「上層農の剰余（粗
収益－第 1 次生産費）が下層農の稲作所得（粗収益－
第 1 次生産費＋家族労賃）を上回る」という，いわゆ
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＊本稿は，課題の設定上，有本ら（2010）と重複する
ところがある．有本ら（2010）で整理した諸論点につい
ては，簡素な記述にとどめ，文献の引用も最小限に抑え
ることにした．関連する文献は，有本ら（2010）を参照
されたい．



る「今村・梶井仮説」がそれである（今村 1969，梶
井 1973）．この条件が満たされるとき，下層農は自作
するよりも小作料を得た方がより多くの所得を得られ
るため，農地を貸し出す．一方の上層農は，小作料を
払ってもなお（規模間の生産性格差により）収益を生
み出すことができるため，借り入れることが合理的と
なる．かくして農地は下層農から上層農へと集積する
こととなる．
　「今村・梶井仮説」を受けて，近代経済学的アプ
ローチからは，生産関数分析を主要なツールとして計
量経済学的に「今村・梶井仮説」の成否を検証するこ
とに力が注がれた．その後，計量的な接近には双対理
論，フレキシブルな関数形（トランスログ型関数）の
導入といった理論上・手法上の進展もみられた．また，

「今村・梶井仮説」に関連して，稲作の価格支持政策
や生産調整が農地集積に如何なる影響を及ぼすのか，
といった議論も活発に交わされた．
　「梶井・今村仮説」は，マルクス経済学の中に農家
のビヘイビア，選択という観点を組み込んだ点で画期
的であったし，また，一連の生産関数分析によって，
規模の経済の存否や農地賃貸借の成立条件の成否に実
証的な裏付けを与えたことは，極めて意義のあること
であった．その意味で，「今村・梶井仮説」やそれに
続く一連の計量経済分析は，農地をめぐる構造問題研
究の 1 つの到達点を成している．
2）「今村・梶井仮説」と完全競争市場

　以上の「今村・梶井仮説」とその一連の研究に対し
ては，仮説の成立がどのように農地の集積を促すのか
について，具体的なメカニズムの記述が不足しており，

「農地市場の場のイメージの具体化・豊富化」が必要
であるとの指摘がなされた（生源寺ら 1996，草苅
1998，2005，草苅ら 2011）．すなわち，農地貸借に関
する農家の意思決定や農地が（再）配分される農地市
場の想定を明確化することが求められたのである．
　では，「今村・梶井仮説」はどのような農家行動や
農地市場を想定していたのだろうか．実は，「今村・
梶井仮説」は，標準的なミクロ経済学の「完全競争市
場」を暗黙に想定していた（草苅 2005）．そして，そ
こで演繹的に導出される「生産性の低い農家から生産
性の高い農家へ農地が集積する」という命題と実質的

に同じことを主張していた．これを簡単に記述しよう．
手順としては，まず，個別農家の農地需要を導出し，
次にそれを集計し，最後に農地の需給均衡を考える．
　Deininger et al.（2005）の定式化に従い，農家 i は，
初期賦存として農地 A

─
を所有し，さらに賦存労働量

L
─

を農業（la）または農外雇用（L
─
−la）に振り分ける

とする．農家は農業収入と，雇用を農外へ振り分けた
ことで得られる農外収入を得る．各農家の農業生産量
は，通常の性質を満たす共通の生産関数 f（la, A）に，
個別の生産性αを乗じたもので決まる．外生的に決ま
る農産物の販売価格，農外雇用賃金，単位面積あたり
小作料を p, w, r とおくと，各農家の利潤最大化問題
は，

max pαf（la, A）＋w（L
─
−la）＋r（A

─
−A）

で表される（註 3）．
　各農家はそれぞれ（1）式を最大化するよう，最適
な農業労働投入 li

a＊と経営規模 Ai
＊を決定する．最適

化の 1 階条件は
pαfla（la, A）＝w
pαfA（la, A）＝r

で表される．こうして決まる適正経営規模 Ai
＊と初期

賦存の A
─

i との差が，各農家の農地需要（供給）量と
なる．これら個別農家の農地需要（供給）量を集計す
ると，その農地市場の総農地需要（供給）が得られる．
この需給を均衡させる水準に r＊が決まる．以上の枠
組みを以下では便宜上「基準モデル」と呼ぶ．
　「基準モデル」から，農地の流動化について，次の
理論的予測が得られる．まず，一部の農家の生産性α
が，機械化等の理由で上昇するケースを考えよう．

（3）式から，∂A
∂α＞0 という関係が得られる（詳細は

有本ら（2010）を参照）．つまり，生産性が上昇する
と，彼らの適正経営規模 Ai

＊も上昇する．これに合わ
せて，借り入れを増やすため，市場の総需要曲線が上
方へシフトする．その結果，r＊も上昇する．生産性
の低い農家は自作するよりも小作料を得た方がより多
くの収入が得られるようになるため，農地を貸し出す．
したがって，生産性が低い農家から高い農家へ農地が
集積する．
　ここで，規模が大きい上層農ほど，規模の経済等の

la, A （1）

（2）
（3）
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（註 1）日本農業の生産力強化にあたって，農業の 6 次産業化など農地集積以外の考え方もあり得る．本稿では，圃場
の分散が効率的な生産を阻害すること，規模の経済性が存在することについてエビデンスが報告されていること，お
よび「農地市場」に焦点を当てるという課題設定がなされていることから，農地集積に焦点を当てる．

（註 2）マルクス経済学に依拠した農地市場の研究動向については，盛田（2013）を参照．
（註 3）この定式化では，第 2 項に農外収入も入っており，兼業農家の収入最大化問題と考えて差し支えない．



理由により生産性が高いと仮定する．すると，「今
村・梶井仮説」にみられる規模間の農地の集積は，そ
のままここでの生産性格差による農地の集積と同じこ
とになる．つまり，「今村・梶井仮説」は，規模とい
う変数を媒介して，生産性が低い農家から高い農家へ
農地が集積するという，完全競争市場的な農地市場の
理論的含意と同じことを主張していたといえる．

3．　農地市場の捉え方（2）：現実の「農地市場」

　「基準モデル」の予想や，「今村・梶井条件」が成立
しているという一連の実証研究の報告に反して，現実
には農地の流動化や集団化は意図したほど進んでおら
ず，非効率的で赤字の零細経営が持続している．こう
した現実を説明するため，日本の農業経済学界では理
論からはやや離れた立場から，現場の詳細な観察に基
づいて様々な論点が提示されてきた．ここでは，農地
市場の捉え方に直接関連がある論点に限定して整理す
る．
1）農地という財の特性

　具体的な論点に入る前に，農地市場という「市場」
で取引される農地の財としての特性を踏まえておきた
い．以下で議論するように，農地の財としての特殊性
が，市場での効率的な取引を妨げる要因となり得るか
らである．
　第 1 に，農地は動かすことができない（場所的不動
性）．第 2 に，等面積であっても集団化した農地の方
が利用効率が高い（集団化の経済）（生源寺 1998）．
第 3 に，特定の位置には農地が 1 つしかないという意
味において，唯一性を持つ．第 4 に，農地は（開墾を
除いて）容易に増やすことができないため，供給が非
弾力的である．第 5 に，荒れた農地は病虫獣害を発生
させて，近隣の農地に害を及ぼすため外部性を帯びて
いる．また，移動ができないため，特定の位置を占有
すると，他の農家はその区画との連坦が阻害される．
第 6 に，村落社会において，農地は単なる生産要素で
はなく，イエの社会的序列を規定する象徴財・政治財
としての側面も持つ．つまり，農地はイエ規範（家
名・家業・家産の継承）やムラ規範（農地を手放すこ
とに対する stigma や，部外者の参入に対する抵抗感）
が大きく影響する財でもある．
2）「基準モデル」の市場観と現実の相異

　「基準モデル」には，暗黙に少なくとも次の 6 つの
仮定が置かれている．理論と現実の相異は，これらの
仮定が現実には満たされないことから生じる．
　第 1 は，「農家は利潤最大化に基づいて行動する」
という仮定である．「基準モデル」では，利潤の最大

化を仮定しているが，現実には，上述のように農地は
イエ規範，ムラ規範が大きく影響する財であり，「生
産財としての農地」という側面だけでなく，家業・家
産の継承や，耕作そのものから効用を得る「消費財と
しての農地」の側面があることから，必ずしも利潤最
大化を目的として行動しているとは限らない（この点
は第 4 節でも議論する）．
　例えば，赤嶋（1992）は，1991 年から 1992 年にか
けて実施された「家族と農業に関するアンケート」の
結果を報告し，「調査結果を大観すれば，全体として，
いえ意識・むら意識とも，かなりのていど健在である
かにみえる（p．69）」としている．筆者ら（有本・中
嶋）は，これと同じ設問の調査を 2012 年に長野県飯
山市で実施し，これらの意識は 20 年前の調査と比べ
て薄らいでいるものの，依然として健在であること，
世帯主世代に比べて後継者世代の方が意識が薄いこと
を確認した．例えば，2012 年調査においても，「先祖
から伝わった土地は，大切に守って子孫に受け渡すべ
き『あずかりもの』と考えるのがよい」という設問に
対して，世帯主世代で 62％，後継者世代で 55％ が賛
意（「賛成」または「どちらかといえば賛成」）を示し
ている．こうした意識が内在しているとすれば，赤字
であっても耕作を継続したり，農地の売却や貸し出し
を控えたりすることが考えられる．
　第 2 は，「農地市場は競争的である」という仮定で
ある．しかし，そもそも農地は場所的不動性により，
取引範囲が地理的に制約される．したがって，農地市
場では市場が薄く，必然的に農地の貸し手・借り手双
方が寡占化する宿命を帯びている．さらに，近年の農
家の高齢化・兼業化に伴い，借り手が少数の担い手し
か存在しないような状況では，小作料が競争的に決ま
らず，そのことが供給を過少にさせる可能性がある．
　各農地貸借市場を「貸し手市場」と「借り手市場」
に区別する試みとして，田畑（1994，1997），や細山

（2004）は，農地の供給要因としての兼業深化，需要
要因としての担い手（60 歳未満男子専従者がいる農
家，経営規模 3 ha 以上の農家）の存在を軸に，地域
の類型化を行っている．また，兼業を切り口とするこ
の視点は，「基準モデル」を使って次のように整理で
きる．兼業機会の展開を農外賃金 w の上昇で捉える

と，経営規模の決定条件である（3）式から，∂A
∂w＜0

という関係が得られる．これは農外賃金が上がると機
会費用が高まるので，最適経営規模が小さくなる．つ
まり農外で働き（兼業し），農地を貸し出すことを表
している．この結果，当該農地市場では，農地の供給
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が増え，均衡小作料は下がる（以上のフォーマルな理
論的分析は，Deiniger et al.（2008b）を参照）．ただ
し，ここでの小作料の下落は，農地の需給バランスに
基づいて説明されるものであり，借り手の寡占を想定
しない完全競争市場の枠組みのなかでも成立する．し
たがって，小作料の低さや，農業地域レベルの貸し
手・借り手の多寡だけで，市場が不完全競争であるこ
とを直接は検証できない点には注意が必要である．
　第 3 は，「小作料は需給を均衡する水準に決まる」
という仮定である．「基準モデル」では，小作料が農
地取引の需給のアンバランスを裁定するように機能す
ることを想定している．しかし，現実には，コストの
積み上げ（土地残余方式）で決められた標準小作料

（参考小作料）を参照点に，借り手と貸し手の相対交
渉で小作料は決まっていた．標準小作料（参考小作
料）が需給均衡水準から乖離していれば，当然，需給
は均衡しないことになる．
　第 4 は，「農地を取り巻く制度的な歪みはない」と
いう仮定である．「基準モデル」では，農地を取り巻
く制度的な歪みはないと想定しているが，現実には，
農地の転用規制の不完備に起因する転用期待，農地税
制の問題（相続税の納税猶予制度など）がある（神門
1998）．これらは，貸し手の留保需要を増加させるこ
とで，農地の供給を減らすことになり，農地集積の進
展が遅れることになる．
　第 5 は「取引費用はない」という仮定である．現実
には，農地の取引にあたって，条件に合う相手や農地
を探す探索費用，農地条件を確認するための吟味費用，
取引条件を取りまとめるための交渉費用，制度上の手
続きにかかる時間やコスト（契約費用）など，様々な
取引費用が生じる（有本ら（2010）を参照）．
　第 6 は，「農業収益にリスクはない」とする仮定で
ある．現実には，農産物価格の変動等不確実性が存在
し，このことが規模拡大や借地需要を阻害する要因と
なり得る（草苅ら 2011）．
　以上の 6 点の他にも，各種の価格政策，所得政策，
生産調整等の政策が農家の行動や農地の需給に影響を
与えて，農地集積を阻害する方向に働いたことが指摘
されている．
3）相対交換による農地の集団化は可能か？

　農地の集積に関する既存研究は，「基準モデル」に
せよ前項で整理した事項にせよ，基本的には農地の人
への集積，つまり流動化に関する議論であった．一方

の，農地の面的集積（集団化）については，研究が手
薄であったと言わざるを得ない．そこで，本項では農
地の集団化に焦点を当てたい．農地分散の弊害が顕著
であるならば，なぜ自由放任下であっても，これが自
然に解消されないのだろうか．
　この問題を検討するために，もっとも単純なケース
として，区画の交換（交換分合，交換耕作）による農
地の集団化を考える．このとき 2 つの制約が生じる．
第 1 の制約は，取引可能な範囲が限定されることであ
る．つまり，面的集積は区画の交換によって連坦でき
ることが条件となるため，取引可能な相手が，自分の
農地に隣接した区画を持つ者に限定される．第 2 の制
約は，自発的な交換が成立するためには，自分が相手
の区画と交換したいと思うと同時に，取引相手も自分
の区画と交換したいと思う，「欲求の二重一致」が相
対で直接満たされる必要があるということである．
　有本ら（2013）は，30 戸 300 区画からなる農業集
落を想定し，上記の 2 つの制約を満たす交換がどの程
度起こり，結果としてどの程度の集団化が実現される
かをシミュレーションで分析している．その結果，農
家が分権的に相対で区画の交換を行ったとしても，十
分な「欲求の二重一致」が起こらず，最大でも 40％
の集団化率（註 4）に留まることを明らかにしている．
つまり，農地市場のように「薄い」市場では，農家の
分権的な相対交換では，効率的な資源配分が実現でき
ない可能性が高い．一方で，各農家が農協等の仲介者
に，交換に出してもよい区画を持ち寄り，集まった区
画をプールして一斉に交換を行う集団・集権的な方法
では，最大で 95％ 以上の高い集団化率を達成できる
という結果を得ている．これは，交換のサイクルを形
成することで，直接の二重一致が満たされない場合で
も交換が可能な場合があるからである．
　つまり，農地市場が農地の特性ゆえに，市場の「薄
さ」という宿命を帯びているために，自由放任下では
農地の集団化は期待できない．しかし，多数の取引主
体を集めて一斉に交換する，集権的な配分を行う組織
的な介入を行うことで，より効率的な資源配分を実現
できる可能性があるのである．

4．「農業経済学のアプローチ」の限界と 
残された課題

　以上の研究史を振り返ると，「今村・梶井仮説」に
せよ，現実の「農地市場」の状況に即して，農地集積
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（註 4）1 戸 1 団地を目標としたときに，集団化によって削減可能な団地数のうち，実際にいくつ集団化できたかを表す
指数．1 であれば削減可能な団地数がすべて集団化され，0 であればまったく達成されなかったことを意味する．



に関連する様々な論点や視点を提示する事例研究的な
アプローチにせよ，現場の農地市場や農地集積の動向
の丹念な観察を出発点としていたといえる．特に，事
例研究的なアプローチは，詳細なインタビューや少数
のアンケート調査などの方法によって，標準的な理論
や市場観に捉われず，計量分析では拾いきれない細か
な論点や課題を浮かび上がらせてきた．現場の状況を
浮き彫りにし，実際の農家の行動や「農地市場」の動
向について，有益な知見を提供してきたという点で，
日本の農業経済学界は，現場主義的なアプローチの有
効性を十分に発揮してきたのではないかと思われる．
また，「今村・梶井仮説」の一連の計量経済学的な検
証は，独特の精緻化と深化を遂げ，日本の農業経済学
研究の一境地を切り開いたといえる．
　しかし，限界もあった．まず，「今村・梶井仮説」
とそれに続く一連の計量経済学的な研究は，仮説が含
意する条件の成立の実証的な検証の精緻化に傾倒する
あまり，仮説が依ってたつ前提（あるいは市場観）に
対する検討が不十分なままとなった．また，計量経済
学的なアプローチに基づく実証研究は，主として都道
府県や農区で規模階層別に集計されたデータを用いた，
生産，費用，利潤関数等の推計にやや偏りがちであっ
たきらいがある．この傾向は「今村・梶井仮説」の検
証に限らない．
　一方，現実の「農地市場」の丹念な観察に基づく事
例研究的なアプローチについては，小サンプルである
がゆえに，現状を記述統計などで描写するに留まり，
定量的に高レベルなエビデンスを提示することが難し
かった．このため，提示された論点にどの程度一般性
があり，影響度が大きいのかについてコンセンサスが
形成されにくいという課題が残る．また，現実の描写
に重きが置かれる一方で，その背後にあるロジックや
メカニズムの理論化が不十分であったと思われる．
　以上を踏まえた「農業経済学アプローチ」の課題と
して，次の点が挙げられる．第 1 は，想定している状
況を標準的なミクロ経済学的な枠組みで理論的に記述
して，理論や仮説が成り立つ条件を明示することであ
る．こうした想定や前提条件が明示的に共有されれば，
その理論やモデルで想定されていない論点や条件も明
らかとなり，論点に応じた理論やモデルの改善がなさ

れやすくなるだろう．また，事例研究で提示された論
点も，理論化されることで，広く共有されやすくなる
だろう．ただし，理論モデルは，論点の提示とそのロ
ジックの記述を目的としている．したがって，扱う論
点やロジック以外は捨象しているし，むしろモデルは
単純化すべきである．理論モデルはロジックを記述す
る単なるツールであり，そこで得られる含意は議論の
出発点となるにすぎない．逆にいえば，理論モデルを
額面通り過度に真に受けすぎて，現実に合っていない
という批判は的を射ていないことには留意を要する．
　第 2 は，定量分析のエビデンスレベル（註 5）を高
めることであろう．まず，生産関数や費用，利潤等の
個別経営に関する計測を行うならば，農家レベルのミ
クロデータを用いるべきである．また，なるべく代表
性のある，サンプルサイズの大きなデータを集めて，
得られた知見の一般性を確保すること，適切な統計分
析を施すことで，記述統計による描写から一歩踏み込
んだ分析を行うことが求められる．さらに，内生性に
留意しつつ因果関係の識別を行うことが望まれる．
　以上の総括を踏まえ，以下では農地集積をめぐる今
後の研究の方向性として大きく 4 つを提示したい．
1）より現実的な「農地市場」像の共有

　第 1 は，より現実的な「農地市場」像を共有し，農
地集積に関する農家の意思決定や行動をより正確に理
解することである．そのために，今後も引き続き丁寧
な事例研究を継続し（註 6），現場にある様々な課題
や論点を読み取ることが有益である（註 7）．
　同時に，事例的な研究であっても，なるべく定量的
かつ分析的な検討を行うことで，踏み込んだ知見が得
られるであろう．このような方向性の研究として，愛
知県渥美町（現田原市）を事例として農家の農地貸借
行動を分析した中嶋（2008），集落営農における農地
集積を分析した Nakajima et al. （2009），1996 年およ
び 1997 年に事業完了した圃場整備地区を対象に，農
地集積に対する圃場整備の影響を分析した國光

（2003）などが挙げられる．
　近年は代表性のある農家レベルの個票データの利用
も可能になりつつある．川崎（2009）は，1995～2006
年産の米生産費調査の個票を用いて，農地の分散と生
産性の関係を推計している．海外では，世界銀行の
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（註 5）疫学では，研究の手法に基づいて，得られたエビデンスのレベル分けがなされている．一般的に，専門家個人
の意見や記述研究（症例報告），対照群を設定しない前後比較や経過の観察を伴わないクロスセクショナル研究，症
例対照研究，コホート研究，ランダム化比較試験の順に，高いレベルのエビデンスとされている．

（註 6）農地集積に関する事例研究の最新の成果として，安藤（2013），細山（2010，2011）を挙げておく．
（註 7）事例研究の意義については，佐藤（2003）を参照．



Deininger らのチームが各国で農家レベルのパネル
データを構築し，農地集積の実証研究を行っている

（詳細は，有本ら（2010）を参照）．また，個票ではな
いが，農業センサスの都道府県別・経営耕地規模別の
集計データを用いて，新たな切り口から転用期待と経
営規模や生産性の関係を分析した研究として大橋ら

（2009）が挙げられる．
　一方，「農地市場」の現状を把握するための視点と
して，「農地市場」がどの程度効率的かという量的な
計測も行われている．農家レベルのデータを用いて，

「農地市場」の効率性を計測した実証研究としては，
Arimoto et al.（2013）（近世東北農村），Deininger et 
al. （2008a）（エチオピア），Kevane（1996）（西スー
ダン）， Ravallion et al. （2006）（ベトナム），Skoufias

（1995）（インド）などがある（サーベイは Otsuka
（2007）を参照）．これらは，農家属性等を用いて適正
経営規模を推計したうえで，それと所有面積の差が，
貸借や売買でどの程度調整できているかを測定してい
る．ただし，こうした計測は，適正規模の推計方法と
その結果に強く依存することに，留意が必要である．
2）より現実的な「農地市場」像の理論化

　第 2 は，得られた「農地市場」像に内在する諸論点
のロジックやメカニズムの明確化を目的とした理論化
である．基本的には，論点に合わせて「基準モデル」
の仮定等を改変・拡張する方向性が見通しがよいであ
ろう．ミクロ経済学が想定する農地市場と現実の「農
地市場」の相違点を明確化できるからである．
　取引費用は，すでに多くの研究で理論モデルに取り
入れられている（Ciaian et al. （2006），Deningier et 
al. （2005），Kevane（1996），Kimura et al. （2011）， 
Sadoulet et al. （2001），Skoufias（1995），草苅（1998），
高橋（2010）など）．途上国の分析を行う際には，取
引費用の観点から農地貸借市場が不完全であると想定
することは，もはや一般的である．定式化の方法とし
ては，貸借面積あたり一定比率の取引費用がかかるか，
あるいは貸借のたびに固定の取引費用がかかると想定
されることが多い．いずれにしても，多くのモデルで
は，取引費用がかかると農地の貸借が過少になる（自
給自足に留まる）ことが含意される．
　転用期待が農地流動化を阻害するという論点は，貸
借権強度を通して理論的に捉えることができる．転用
機会が発生して農地を返してもらうときにかかる取引
費用は，貸借権が強い（所有権が弱い）ほど高くなる
からである．貸借権強度の定式化の方法としては，貸
し出しにかかる定額の取引費用と考えてもよいし，返
却される確率で捉えてもよい．Kimura et al. （2011）

は，後者の定式化で，中国における貸借権強度と農地
貸借行動を理論的に分析している．彼らは，2 期間モ
デルを想定し，第 1 期に貸し出しをしている土地が第
2 期に確率 p で当局に没収される状況において，p が
高いほど第 1 期の貸し出しが抑制されることを示して
いる．この枠組みは，日本における農地貸借と貸借権
規制および利用権制度の分析に容易に応用できるだろ
う．
　農地市場は局所的かつ寡占的であり，完全競争を想
定できないのではないかという点は，農業補助金が土
地の貸し手と借り手のどちらに帰着するかという文脈
で関心が寄せられている．例えば，日本では戸別所得
補償が地代化するのか，それとも担い手となる大規模
借地経営に帰着するのかが，政策を評価するうえでの
1 つの焦点であり，検証が待たれる論点となっている

（安藤 2011）．一般的には，農地の供給が非弾力的で
あり，土地所有者が圧倒的な市場支配力を持つため，
補助金は地代として土地所有者に帰着すると考えられ
ている（Shmitz et al. 2002）．しかし，Kirwan（2009）
は，米国において，限界的な農業補助金の帰着が貸し
手と借り手の間で 25 対 75 であり，定説とは異なるこ
とを定量的に示している．これは，農地集積の進展に
伴い，借り手の数が減り，市場支配力を持ち始めてい
ることが理由として考えられる．実際に，Kirwan

（2009）は，借り手の集中度が高い郡ほど小作料が低
いことを明らかにしている．ただし，先にも述べたよ
うに，小作料の高低は需給バランスでも説明できるの
で，このことは必ずしも（借り手間の）競争が不完全
であることを意味しない．そのため，不完全競争度の
実証的な計測が必要である．
　一方で，そもそも日本の農家行動は経済学的な説明
が難しく，「『経済学的接近』の限界」に突き当たって
いるのではないかという指摘もある（盛田 2013）．実
際に，農地が単なる生産財としては見なされていな
かったり，イエ規範に基づき農業・農地の継承を目的
として行動したりしているという見方は，コンテクス
トによっては一定の説得力を持つ．確かに，「基準モ
デル」の利潤最大化の枠組みで，これらの要素を考慮
して農家行動を記述することは難しい．この問題に対
する 1 つの方向性は，家産・家業の継承に関する規範
を，一定の面積以上の経営を行うという制約とみなし
て，利潤最大化問題を設定することであろう．もう 
1 つの方法は，利潤最大化ではなく，効用最大化の枠
組みで農家の意思決定を記述することである（註 8）．
例えば，効用関数の要素に経営面積を取り入れて，農
地の耕作そのものから効用を得るという定式化が考え
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られる．このような定式化によって，家名・家産・家
業の継承を希求する，いわゆるイエ制度（註 9）の価
値観を選好として体現している農家の行動を表現する
ことができる．近現代の日本の農業については，農地
問題のみならず，様々な側面でその固有性を指摘する
研究が少なくないが（註 10），効用最大化の枠組みを
用いることで，ミクロ経済学的な基礎づけが行われる
ことが期待される．
3）政策評価

　第 3 は，農地集積を進める様々な施策の効果を検証
することである．農家行動の把握や農地集積の阻害要
因に関する研究には相当の蓄積があり，農地集積が進
まないという症状を「診断」する段階は一定の水準に
達しつつあると思われる．今後は，集積を推進する具
体的な解決策を提示し実行する「治療」の段階へと研
究のウェイトを移すことが求められる．
　農地集積を推進する施策として，制度的制約の撤
廃・軽減（利用権制度の創設など），農地保有合理化
事業，農地利用集積円滑化事業，「人・農地プラン」，
各種の金銭的インセンティブ（経営転換協力金，分散
錯圃解消協力金，規模拡大加算），圃場整備事業など
が行われてきた．しかし，これらの政策が機能したの
か，どのような解決策が有効なのかは，政策的にも極
めて重要な課題であるにもかかわらず，我々は有効な
定量的エビデンスをほとんど持ち合わせていない．こ
のため，様々な政策が客観的な根拠に基づかないまま
議論され，各政策の有効性が不明なまま実行されたり，
継続されたりしている．こうした状況を改善するため
にも，実際に行われた政策の定量的な評価とその結果
に基づくフィードバックが必要である．
　政策評価には，内生性の問題（選別バイアス，情報
バイアス，交絡バイアス等）がつきまとう．これに対
しては，まず，適切な対照群を設定し，差の差をとる

（処置群 vs. 対照群で事前・事後の変化の比較を行う），
傾向スコアマッチングを行う，操作変数を使う，でき
れば無作為化比較試験を実施するなど，できる限り対

処の努力を尽くす必要がある．さらに，結果の解釈に
あたって分析の限界を正確に留保する必要がある．
　とはいえ，内生性に対する過剰な懸念が研究の妨げ
になってはならない．政策評価に関する定量的なエビ
デンスの蓄積が稀薄な現状では，たとえ低いレベルで
あっても，エビデンスを積み上げる必要がある．また，
入手可能なデータによっては内生性への対処に限界が
ある場合もある．そのときは，分析結果を解釈と切り
離して共有することも必要であろう．分析結果は，所
定のデータと分析手続きから再現性をもって得られる
ものであり，それらに問題がない限りは，統計的事実
として共有されてもよいかもしれない．一方，その結
果の解釈や含意は，価値判断を含み，見解が相異しや
すい．ここは，各種のバイアスの可能性を明示的に示
し，十分留保することが求められる．
　農地集積の研究にあたっては，地域レベルのパネル
データの活用が有効である．農地の集積は，農家個別
の意思決定の結果であるものの，その帰結は地域的に
反映されるからである．例えば，Robert et al. （2008）
は，米国の農家の大規模化が進展しており，これに連
邦政府の補助金政策が寄与していることを，農業セン
サスの zip コードレベルのパネルデータを用いて示し
ている．日本でも農業センサスの地域集計データが活
用できる．Arimoto（2011）は，1990～2000 年の新潟
県において，圃場整備事業を実施した農業集落では，
実施していない集落と比べて，所有権や貸借を通した
大規模化は進んでいないものの，作業委託を通した作
業レベルでは大規模化が進展したことを示している．
高橋（2010）は，寄り合いの回数が多いほど農地流動
化が進んでいる傾向を都道府県レベルで検出している．
これらの研究のように，地域間および時系列方向の変
動を利用した政策評価はまだまだ実現の余地がある．
例えば，集落営農がある地域とない地域で農地の集中
度や集団化率を比較するといったアプローチが考えら
れる．集落営農の設立や圃場整備事業の実施は内生で
ある可能性が考えられるが，傾向スコアマッチングを
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（註 8）農家の意思決定を効用最大化の枠組みで分析することは，開発経済学の分野では，ハウスホールド・モデルを
通して一般的に行われている（例えば，Bardhan et al. （1999）等を参照）．ただし，そこでは消費と余暇から効用を
得ると想定される．日本の農家のコンテクストでは，家業・家産の継承に関する効用を分析に取り入れる必要がある
だろう．

（註 9）イエ制度については，坂根（2011）を参照．
（註 10）例えば，Hayashi et al. （2008）は，日本で高度経済成長が第二次世界大戦以前に起こらなかったのは，労働力

が農業部門外へ流出しなかったからであることを示し，その理由を家業と家産の継承を希求する規範に求めている．
また，有本ら（2008）は，戦間期に小作争議が頻発した理由を，イエ規範に基づく離農への抵抗感と，農外雇用機会
の展開による営農継続の機会費用の上昇との摩擦で説明している．



利用したり，隣接する地区と比較したりするなど，工
夫の余地はあるだろう．
4）制度デザイン

　第 4 は，農地集積を促進する具体的な制度を提案す
ることである．本稿では，農地市場は宿命的に「薄
い」市場であり，自由放任下では農地の集団化の進展
が期待できない一方で，集団・集権的な資源配分を行
う介入が有効であることを指摘した．しかし，集団的
な意思決定をともなう組織的な資源配分は，個別的・
分権的な意思決定に基づく市場の資源配分に比べて農
家の利害が対立しやすく，合意形成は必ずしも容易で
はない．実際，組織的な資源配分の典型である圃場整
備事業では，集落内の話し合いによって決定される換
地選定に関して，「不透明である」「公平性に欠ける」
といった課題が指摘されており（中嶋ら 2011），組織
的な資源配分を可能とするための合意形成を如何に図
るかということが現実的な課題となっている．
　これまでは，このような合意形成に対して，ムラ

（集落）の調整機能が発揮されていた（註 11）．しか
し，上述した通り，以前と比べてイエ意識・ムラ意識
は弱まっており，これまでのようにムラに合意形成の
調整機能を委ねることが困難になっている．
　その意味で，今後の研究では，組織的な資源配分を
円滑に実現するために，より望ましい制度をデザイン，
提案することが求められているように思われる．近年，
急速に発展しているメカニズムデザインの分析視点は，
従来不十分であった農地集積に関する制度設計に新し
い発想をもたらすであろう．また，ムラ（集落）に合
意形成の調整機能を任せることができないのであれば，
ファシリテーターの力を借りること，あるいは，その
ファシリテーターを誰が担うのかということが今後の
論点になると思われる．こうした方向でのエビデンス
の蓄積と，それに基づく制度設計を期待したい．

5．お　わ　り　に

　農地集積をめぐる農業経済学界の研究は，完全競争
的な農地市場を暗黙に想定した「今村・梶井仮説」を
軸に展開した一方で，丹念な現状分析に基づき，より
現実的な「農地市場」観に基づいて様々な論点の提示
がなされてきた．両者の見解の橋渡しをし，市場とい
う観点から日本の農地市場を分析するには，以下の点
に留意が必要であろう：（1）そもそも，農家の行動原
理が必ずしも利潤最大化とは限らず，イエ規範等を考

慮した枠組みで分析する必要があること，（2）農地の
財の特殊性ゆえに，市場が局所化し，寡占的状況が発
生しやすいこと，（3）現実には取引にあたって探索や
交渉に取引費用がかかること．このうち（3）の取引
費用については理論的にも実証的に研究が蓄積されつ
つあるが，（1）と（2）については今後の展開が待た
れる．
　一方，農地市場をめぐる研究のアプローチについて
は，今後もより現実に即した「農地市場」像の把握と
理論化を進める必要があるだろう．同時に，提示され
てきた諸論点にそれぞれどの程度一般性があり，影響
度が大きいのかといった点について，コンセンサスを
形成することが重要である．そのためには，事例研究
で掘り起こされた論点を共有し，理論化すること，代
表性の高い，サンプルサイズの大きなミクロデータを
用いた適切な定量分析を行い，エビデンスレベルを高
めることが肝要である．回帰分析等の計量経済学的手
法そのものは，現実の記述や描写（例えば，農家の家
計属性と行動の相関関係の提示）に有効である．その
解釈にあたっては，農家の意思決定にミクロ経済学的
な合理性を想定するか否かを軸に，農業経済学界内で
も見解の相違があるかもしれない．しかし，より適切
な定量分析に基づく現状理解の共有は，解釈の相異に
かかわらず有益であろう．
　このような知見を生み出す「農業経済学の分析力」
を高めるためにも，現場と現実の論点をよく知る事例
研究的なアプローチと，定量データの取り扱いに長け
る計量経済学的なアプローチのコラボレーションが有
益であると思われる．

［付記］本研究は，科学研究費補助金若手研究（B）「農
地取引をめぐる政策評価とメカニズム・デザイン」（代
表者：一橋大学・有本寛，研究課題番号：22730187）
の成果の一部である．
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要旨：本稿では，農地集積に対する農業経済学のアプローチについて，（1）市場の捉え方という観点か
ら批判的に検討を加えること，（2）実証分析を中心に成果と限界を整理すること，（3）今後の研究の方
向性についての展望を示すこと，を課題とした．今後の研究の方向性として，（1）より現実的な「農地
市場」像の共有，（2）より現実的な「農地市場」像の理論化，（3）政策評価，（4）制度デザインを提示
した．そのためには，現場をよく知る事例研究的なアプローチと，定量データの取り扱いに長ける計量
経済学的なアプローチのコラボレーションが有益であると思われる．
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